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そ の 他 の 投 資

社 債 発 行 費

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

連 結 貸 借 対 照 表

（平成１７年２月２８日現在）

流 動 負 債

買 掛 金現 金 及 び 預 金

流 動 資 産 ３５，７８０

［ 負 債 の 部 ］［ 資 産 の 部 ］

１３，２４３

金 額科 目 金 額 科 目

合 計

売 掛 金

そ の 他 の 流 動 資 産

短 期 借 入 金

建 設 仮 勘 定

社 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金１

繰 延 税 金 資 産

３，５００

そ の 他 の 固 定 負 債

資 本 金

［ 資 本 の 部 ］

未 払 法 人 税 等

コマーシャルペーパー

［ 少数株主持分の部 ］

－

長 期 借 入 金
有 価 証 券

た な 卸 資 産

１ 年 内 返 済 予 定

１１，８５１

４８，０２５

１８，０４４

６，２９０

１４０，６３３ １４０，６３３

１９，１７３

４，０８１

２２，４１７

３７，５４９

４８１

合 計

４３，７０４

１０，０００

３９

６，０９３

差 入 保 証 金

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

建 物 及 び 構 築 物

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

株 式 等 評 価 差 額 金

少 数 株 主 持 分

３５，７８８

１６

１，０７８

８７０

４９，８０７

１，３１３

９

１１，８２７

９２２

３７１

７，９６８

固 定 負 債

繰 延 税 金 資 産 １５２

９，２３４

５４，１５８

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

１，２４８

１６
利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

２，４９０

８３６

３９，２５３

７，０５６

２７，２３９

１０４，８３５

２，１９３

２３，８０２

株式会社マルエツ

自 己 株 式

連 結 調 整 勘 定

預 り 保 証 金

２，５００

そ の 他 の 流 動 負 債

４，３１６

－１－



平成１６年３月　１日から

平成１７年２月２８日まで
（単位　百万円）

法 人 税 等 調 整 額

１，２７４

２１，０８９

１７，８０５

３８８

２，８９６

当 期 純 損 失

６７１

３，６４８

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

１，１０３

投 資 有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 売 却 益

固定資産信託受益権売却益

２９

４６０

３，６９６

連 結 損 益 計 算 書

特 別 損 失

［ 特 別 損 益 の 部 ］

営業外損益の部

営 業 外 収 益

金 額

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

科 目

［ 経 常 損 益 の 部 ］

営 業 利 益

営 業 損 益 の 部

営 業 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

３４５，５２８

６，４１９

売 上 高

そ の 他 の 営 業 収 入

営 業 費 用

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

連結調整勘定一括償却

店 舗 閉 鎖 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

過 年 度 賃 料 等

退 職 給 付 費 用

３５１，９４８

２５１，２２７

９７，９９１ ３４９，２１８

２，７２９

４０１

２，２３２

２，５７１

２７８ ６７９

８９３

２８２ １，１７６

７，３５２そ の 他

減 損 損 失 １９，０６０

６６２

２７，３９０

固 定 資 産 売 却 損 ４７１

役 員 退 職 慰 労 金 １３

そ の 他 １，０７９

－２－



　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　１．連結の範囲に関する事項

７社

株式会社クローバ商事、サンデーマート株式会社、パンダスタンプ販売株式会社、株

式会社ポロロッカ、株式会社マーノ、株式会社マルエツ開発、株式会社メッカ

　２．持分法の適用に関する事項

１社

株式会社日本流通未来教育センター

　３．連結子法人等の事業年度等に関する事項

連結子法人等の事業年度末日と連結決算日は一致しています。

　４．会計処理基準に関する事項

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

償却原価法（定額法）

その他有価証券

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

移動平均法による原価法

　（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

店舗在庫商品は、売価還元法による原価法

加工センター等の在庫商品は、最終仕入原価法による原価法

最終仕入原価法による原価法

　（３）固定資産の減価償却の方法

建物（建物附属設備含む）及び構築物は定額法、それ以外の有形固定資産については

定率法を採用しています。

定額法を採用しています。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間 (５年）

に基づく定額法によっています。

　（４）繰延資産の処理方法 社債発行費は、商法施行規則の規定に基づき、３年間に毎期均等額を償却しています。

　（５）引当金の計上基準

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しています。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上

しています。

なお、会計基準変更時差異（４，７９６百万円）については、１５年による按分額を

費用処理しています。

貸 倒 引 当 金 売掛金、貸付金、未収入金等の金銭債権の貸倒れに備えるため、一般債権について

退職給付引当金

連結子法人等の数

連結子法人等の名称

関 連 会 社 の 数

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

貯 蔵 品

持分法を適用した

商 品

時価のあるもの

持分法を適用した

関 連 会 社 の 名 称

満期保有目的の債券

時価のないもの
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また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による定額法により按分した額を発生した期から費用処理し、数理計算上

の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）によ

る定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処理することとしていま

す。

（追加情報）

確定拠出年金法の施行に伴い、平成１７年２月２８日に退職金制度のうち適格退職年金制度の一部について、確定拠出年金

制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準委員会　平成１４年１月３１日　企業会計基

準適用指針第１号）を適用しております。これにより税金等調整前当期純損失が、１，２７４百万円増加しております。

　（６）リース取引の処理方法　　 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

　（７）ヘッジ会計の方法　　

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしていますので、特例処理を採用

しています。

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

借入金の利息相当額の範囲内で市場金利変動リスクを回避する目的で行っています。

特例処理を採用していますので、ヘッジの有効性の判定は、省略しています。

　（８）消費税等の会計処理　　　 消費税等は、税抜方式を採用しています。

　（９）連結子法人等の資産及び負債の評価の方法

資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっています。

　（10）連結調整勘定の償却の方法及び期間

連結調整勘定は、７年間で均等償却しています。

（会計方針の変更）

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成

１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成１５年１０月３１日　

　企業会計基準適用指針第６号）が平成１７年２月２８日に終了する連結会計年度に係る連結計算書類から適用できるこ

とになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適用指針を適用しています。これにより税金等調整前当期

純損失が、１９，０６０百万円増加しております。

ヘ ッ ジ 方 針

ヘッジ有効性評価の方法

ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法

ヘッジ手段とヘッジ対象
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注　　記

（連結貸借対照表関係）

1 . 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

2 .

3 .

4 ． 当社の店舗の賃貸人である入三商事株式会社により、賃貸借契約に基づく賃料差額及び遅延損害金２億１４百万円の支

払いを求める訴訟を提起され、現在係争中です。

（連結損益計算書関係）

1 . 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

2 . １株当たり当期純損失 円 銭

3 . 当連結会計年度におきまして、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

（単位　百万円）

建物

構築物

器具備品

土地

リース資産

建物

土地　等

当社グループは、キャッシュフローを生み出す最小単位として店舗を基本単位として、また賃貸資産等に

ついては物件単位毎にグルーピングしております。

店舗及び賃貸資産については、営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗における資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、また遊休資産については、市場価格が帳簿価額より著しく

下落している資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(19,060百万円）

として特別損失に計上いたしました。なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額または使用価

値により測定しております。正味売却価額は、不動産については不動産鑑定評価基準またはそれに準ずる

方法により、その他の固定資産については、取引事例等を勘案した合理的な見積りにより算定しておりま

す。また、使用価値は、将来キャッシュフローを5.0％で割引いて算定しております。

（内訳） （単位　百万円）

建物及び構築物

器具備品

土地

リース資産

6,996

19,060

7,613

981

3,469

　遊休資産・

　賃貸資産

有形固定資産の減価償却累計額

有 価 証 券

種　類 場　所

　　埼玉県

　　千葉県他

　　　９百万円
建物及び構築物 ４，３１８百万円

４６，１９４百万円

５８

担 保 に 供 し て い る 資 産

　２９１百万円

１７０

１０，９２９百万円

差 入 保 証 金

土 地

投 資 有 価 証 券 　　１０百万円

減　損　損　失用　　途

　　東京都 4,413
店　　　舗

6,931

2,140

　　神奈川県 1,944

　　千葉県他 3,630

－５－


